




東日本大震災（2011 年 3 月 11 日。以下、震災
と略）から 2 年半が経過した今日、震災復興が声
高に叫ばれる機会は目に見えて減ってきたように






































































本料金相当額 2,840 円（2 カ月当たり）で、減免
66 中　村　祐　司
の適用期間は入居日から原則 6 か月間（最長 2 年
まで期間を延長）とした。受付開始日は 2011 年











程度、1 回 2 日間、港区立生涯学習センターグラ
ウンドで開催（福島県いわき市による物産展）さ
れるということと、「東日本大震災復興支援イベ
















































（2013 年 1 月 7 日の第 26 号までは無料で配布さ
れた）。





















































（2012 年 11 月 5 日）、同第 19 号（2012 年 11 月 12 日）、
同第 20 号（2012 年 11 月 19 日）、同第 22 号（2012
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イドブック＜宮古市版＞』2012 年 9 月版、40 − 47
頁から作成（2013 年 3 月 7 日における宮古市役所訪
問時の入手資料）。
また、仙台市においても閖上地区の復興をめ










シを作成し、そのなかで、2011 年 12 月 2 日付で「東
日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法」が公
布され、2013 年 1 月 1 日から 2037 年 12 月 31 日
までの 25 年間について、所得税額に対して 2.1%
の復興特別所得税が付加されることとなった。こ

























発電所 1 基（出力 100 万㌗相当）を太陽光発電に
換算すると、東京の山手線内とほぼ同じ面積、風
力発電では山手線 3、4 個分の面積が必要になる。
2012 年 6 月に政府が示した試算では、原子力発
電をゼロにした場合、太陽光発電は一戸建て住宅
の 1,200 万戸への導入と、風力発電は東京都の 2.2
倍の用地に設置することが必要である 12。
次に、電気事業連合会によれば、中部電力の浜







































































































期は 2013 年 8 月 1 日～ 8 月。チラシには、「東日本大








2011 年 4 月から今年 6 月末の間に出た震災に関連する




る予定」（産経新聞 2013 年 8 月 6 日付）とある。
2
 横浜市水道局「東日本大震災で被災された方へ」（2013




ツ祭 2013　文化プログラム』、8 頁、20 頁から作成（2013
年 5 月 24 日における港区教育委員会事務局生涯学習推
進課訪問時の入手資料）。
4
 東京都港区「第 3 回　東日本大震災チャリティーコン




私達が思う陸前高田！」（2013 年 3 月 8 日における陸
前高田市役所訪問時の入手資料）で、2013 年 3 月 13
日に陸前高田まちづくり協働センターで開催された。
6
 岩手県陸前高田市復興対策局「復興 News 陸前高田」
（2012 年 12 月）、1 頁（2013 年 3 月 8 日における同入
手資料）。
7
 おらが大槌夢広場復興館「大槌新聞」第 16 号、2012
年 10 月 22 日（2013 年 3 月 8 日における岩手県山田町
おらが大槌広場復興館訪問時の入手資料）。
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 おらが大槌夢広場復興館「大槌新聞」第 18 号（2012
年 11 月 5 日）、同第 19 号（2012 年 11 月 12 日）、同第
20 号（2012 年 11 月 19 日）、同第 22 号（2012 年 12 月
3 日）から作成（いずれも 2013 年 3 月 8 日における同
入手資料）。
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 同第 23 号（2012 年 12 月 10 日）。なお、大槌町の職員
数は地元職員が 132 名、派遣職員が 78 名の合計 210 名
（職員の約 4 割が派遣職員）。2013 年度からは 112 名の
派遣職員を要請しているが、現時点で 93 名にとどまっ
ている（同第 32 号、2013 年 2 月 18 日）。
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2013 年 3 月 5 日）より作成 2013 年 3 月 16 日における
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This paper is to present the local governments’ countermeasures for the revival from the Earthquake Disaster in 
Japan.
The Earthquake Disaster deprived earthquake and tsunami suffers of lives, families, friends, employment and 
houses etc. Many public and private spaces were diverted to temporary houses. Many local residents in Iwate, Mi-
yagi and Fukushima prefectures  were faced with difficulties of getting opportunities to move other places.
Local governments in stricken areas faced the many hardships of these serious damages and have been trying to 
overcome difficulties by mutual cooperative aids. The key concept word, “Tuberous Point Function” is very impor-
tant, which will link public sector to private, civil or voluntary sector functionally and which will link together with 
the common thread of “the Revival”. 
In conclusion based on cases, it is possible that local governments and local societies can carry out the revival 
from the Earthquake Disaster in Japan.
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